豊中市立学校体育施設開放事業実施要綱

（目的）

第１条　この要綱は，市民が日常生活の中でスポーツ活動に親しむことができるよう，学校教育に支障のない範囲において豊中市立学校の体育施設を市民に開放し，もってスポーツ活動に関する市民の要望に応え，健康保持と体力の向上に資するため，豊中市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が実施する学校体育施設開放事業及び遊び場開放活動（以下「開放事業」という。）に関し必要な事項を定めることを目的とする。
（管理責任等）

第２条　開放事業は，教育委員会の職務権限に属する事務として実施し，開放事業に係る管理運営の総括は，教育委員会が行う。

２　開放事業の実施に伴う学校体育施設の管理については，教育委員会が責任を負う。

３　学校体育施設の開放を行う学校（以下「開放校」という。）の長は，開放事業により当該学校体育施設の開放を行っている間は，学校施設管理者としての責任を負わないものとする。
（開放施設，開放日等）

第３条　開放事業により開放する学校体育施設は，原則として次の各号に掲げる事業等の区分に応じ，当該各号に定めるものとする。

（１）学校体育施設開放事業（小学校）　運動場及び体育館

（２）学校体育施設開放事業（中学校）　運動場及び体育館
（３）学校体育施設開放事業（義務教育学校）　運動場及び体育館
（４）遊び場開放活動（小学校及び義務教育学校）　運動場

２　開放事業による学校体育施設の開放日は，１２月２９日から１月３日までを除き，学校教育活動及び学校管理上支障のない範囲において，豊中市教育長（以下「教育長」という。）が定めるものとする。

３　開放事業による学校体育施設の開放時間は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定めるものとする。

（１）土曜日，日曜日，国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日及び豊中市立学校の管理運営に関する規則（昭和３２年教育委員会規則第３号）に規定する学校休業日
運動場　午前９時から午後５時までのうち教育長が定める時間
体育館　午前９時から午後９時までのうち教育長が定める時間

（２）前号に掲げる日以外の日（小学校及び義務教育学校の体育館に限る。）　学校運営の終了した時間から午後９時までのうち教育長が定める時間

（運営委員会等）
第４条　開放事業による学校体育施設の使用は，開放校ごとに設置する学校体育施設開放運営委員会（以下「運営委員会」という。）が次条に定めるところにより一括して教育長の使用承認（許可）を受けることにより行うものとする。

２　開放事業に係る管理運営及び使用調整について協議決定するため，開放校に，運営委員会を設置する。
３　運営委員会は，地域の実情に応じ，当該開放校の教職員，公民分館役員，ＰＴＡ役員，スポーツ推進委員，第６条第１項の規定による登録の認定を受けた使用団体の代表者等により構成する。

４　運営委員会は，スポーツ基本法（平成２３年法律第７８号）及び学校体育施設開放事業の推進について（昭和５１年文部事務次官通知）の規定等に基づき，公平・公正な運営等を行わなければならない。

５　運営委員会は，次の各号に掲げる業務を行う。

（１）開放対象施設，開放日及び開放時間に係る開放校との協議に関すること。

（２）使用調整に関すること。

（３）使用団体の認定及び登録に関すること。

（４）団体管理指導員及び遊び場開放活動管理指導員の指定に関すること。

（５）使用申込書の受理に関すること。

（６）開放施設，用具等の状況把握及び対応処置に関すること。

（７）使用者の安全確保及び事故防止に関すること。

（８）教育委員会及び開放校との連絡調整に関すること。

６　前各項に定めるもののほか，運営委員会について必要な事項は，運営委員会が会則その他の規程により定める。

７　教育委員会は，第５項各号に掲げる業務の遂行について，運営委員会に対し必要な指導，助言等を行うことができる。

８　開放校の長は，第５項各号に掲げる業務の遂行について，運営委員会に対し必要な助言等を行うことができる。

（使用承認（許可）等）

第５条　運営委員会は，開放事業により学校体育施設を使用しようとするときは，使用承認申込書に必要書類を添えて，教育長に提出しなければならない。

２　教育長は，前項の規定による申込書の提出があったときは，次の各号に掲げる事項について審査の上，承認（許可）の可否を決定し，当該運営委員会にその旨を書面により通知するものとする。

（１）運営委員会が開放事業の趣旨・内容を十分に理解しているかどうか。

（２）会則等を定め，学校体育施設の管理運営（第２条に規定する事項を除く。）及び使用調整が自主・自律的に行える運営体制が構築できているかどうか。

（３） 前２号に掲げるもののほか，教育長が必要と認める事項を充足しているかどうか。

（使用者等）

第６条　運営委員会による管理運営及び使用調整により，学校体育施設を使用できる者は，当該運営委員会による使用団体としての登録認定を受けた団体とする。ただし，遊び場開放活動による学校体育施設の使用については，この限りでない。

２　前項の規定による使用団体の登録認定を受けようとする団体は，次項に定める団体管理指導員を置かなければならない。

３　団体管理指導員は，２名以上とし，次の各号に掲げる業務に従事するものとする。

（１）開放校の体育施設の使用承認に係る確認に関すること。

（２）承認条件の徹底に関すること。

（３）開放校の管理運営上，支障が生じた場合の使用の中止に関すること。

（４）開放校の体育施設の維持保存等に関すること。

（５）使用者の安全確保等に関すること。

（６）使用後の体育施設の点検等に関すること。

（７）開放日誌等の作成及び提出に関すること。

（８）その他管理責任者が必要と認める事項に関すること。

４　運営委員会は，遊び場開放活動の実施に当たっては，次項に定める遊び場開放活動管理指導員を置かなければならない。

５　遊び場開放活動管理指導員は，１名以上とし，遊び場開放活動時の施設設備の管理，使用者の安全確保その他の業務に従事するものとする。
（基準等）

第７条　運営委員会による使用団体としての登録認定を受けることができる団体は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定めるものとする。

（１）小学校　次のいずれの要件にも該当する団体
ア　責任者が明確で，主に当該小学校区内の住民で構成されている地域活動のための団体であること。

イ　未成年で構成する団体にあっては，運営委員会が適当と認める成人の指導者のいる団体であること。

ウ　運営委員会が会則等で定める基準等を満たす団体であること。

（２）中学校　次のいずれの要件にも該当する団体
ア　責任者が明確で，市民で構成されているスポーツ・レクリエーション活動のための団体であること。

イ　未成年で構成する団体にあっては，運営委員会が適当と認める成人の指導者のいる団体であること。

ウ　運営委員会が会則等で定める基準等を満たす団体であること。
（３）義務教育学校　次のいずれの要件にも該当する団体

ア　責任者が明確で，主に当該学校区内の住民で構成されている地域活動のための団体又は市民で構成されているスポーツ・レクリエーション活動のための団体であること。

イ　未成年で構成する団体にあっては，運営委員会が適当と認める成人の指導者のいる団体であること。

ウ　運営委員会が会則等で定める基準等を満たす団体であること。

２　遊び場開放活動により学校体育施設を使用することができる者は，当該学校区内の児童及び保護者同伴の幼児とする。

（使用手続）

第８条　登録認定を受けた使用団体は，運営委員会が定めるところにより，学校体育施設使用申込書（以下「使用申込書」という。）を運営委員会に提出しなければならない。

２　運営委員会は，前項の規定による使用申込書の提出を受けたときは，公平・公正な使用調整を行うものとする。

３　運営委員会は，前項の規定による使用調整に当たっては，あらかじめ使用可能日について学校の承認を受けなければならない。

４　運営委員会は，前２項の規定による使用調整等の結果，学校体育施設の使用が可能であると認めるときは，当該使用団体に対し使用承諾書を交付するとともに，使用予定について学校を経て教育委員会に報告するものとする。

５　運営委員会は，必要があると認めるときは，前項の規定による使用承諾に際し，必要な条件を付することができる。

６　運営委員会は，前各項の規定に基づく使用手続によることが困難であると認めるときは，教育委員会との協議を経て，他の手続きによることができる。
７　市立学校講堂設備の使用に関する条例施行規則（昭和３６年豊中市教育委員会規則第２号）附則第３項の規定に基づき開放事業により講堂設備を使用する場合その他教育委員会が認める場合の使用手続については，前各項の規定にかかわらず，教育長が別に定める。

（使用の中止及び禁止）

第９条　教育委員会及び開放校の長は，使用団体が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは，学校体育施設の使用を中止し，又は禁止することを命じることができる。

（１）政治活動又は宗教活動を目的とした使用と認められるとき。

（２）営利を目的とした使用と認められるとき。
（３）使用により施設又は設備を損傷する恐れがあると認められるとき。

（４）使用者が，当該開放校，教育委員会又は運営委員会の指示に従わないとき。

２　前項に定めるもののほか，教育委員会及び開放校の長は，学校教育活動上又は学校管理上必要があると認めるときは，使用団体に対し，学校体育施設の使用を中止し，又は禁止することを命じることができる。

（使用者の責任）

第１０条　使用者の責めに帰すべき理由により，開放校の施設等を損傷したときは，使用者において弁償の責めを負うものとする。弁償の方法については，教育委員会と運営委員会とが協議して決定する。

（開放時の傷害事故）

第１１条　開放時に生じた傷害事故については，使用者において処置するものとする。

（遵守事項）

第１２条　学校体育施設を使用する者は，運営委員会，団体管理指導員，遊び場開放活動管理指導員等の指導，指示等に従うとともに，次に掲げる事項を遵守しなければならない。

（１）火災，事故その他の災害を防ぐこと。

（２）学校の施設，設備等を損傷しないこと。

（３）所定の場所以外に立ち入らないこと。

（４）学校の敷地内において喫煙しないこと。

（５）使用を終えたときは，直ちに原状に復すこと。

（個人情報の取扱い）

第１３条　教育委員会，運営委員会及び使用団体は，開放事業の実施に伴い取得した個人情報を適正に管理し，開放事業の実施に必要な事項以外に使用してはならない。
（実施細目）

第１４条　この要綱に定めるもののほか，開放事業の実施に関し必要な事項は，必要に応じ運営委員会との調整等を経て，教育長が定める。
附　則
１　この要綱は，昭和５３年４月１日から施行する。
２　教育委員会は，庄内地域における「魅力ある学校」づくり計画（平成２９年（２０１７年）８月２２日策定）の規定に基づく豊中市立千成小学校の豊中市立庄内南小学校敷地への移設期間に限り，豊中市立学校の体育施設以外の施設の第６条第１項の規定による登録の認定を受けた使用団体による使用（教育長があらかじめ認めるものに限る。）について，この要綱の規定による開放事業による学校体育施設の使用とみなすことができる。
３　前項の規定により豊中市立学校の体育施設以外の施設の使用を開放事業による学校体育施設の使用とみなす場合の使用手続等については，この要綱の規定にかかわらず，教育長が別に定める。
附　則　　この要綱は，平成１２年４月１日から施行する。
附　則　　この要綱は，平成１５年４月１日から施行する。
附　則　　この要綱は，平成２０年４月１日から施行する。
附　則　　この要綱は，平成２２年９月１日から実施する。
附　則　　この要綱は，平成２４年４月１日から実施する。
附　則　　この要綱は，平成２９年４月１日から実施する。
附　則　　この要綱は，平成３０年４月１日から実施する。
附　則　　この要綱は，令和元年１１月１日から実施する。
附　則　　この要綱は，令和２年４月１日から実施する。
附　則　　この要綱は，令和３年４月１日から実施する。
附　則　　この要綱は，令和４年２月２２日から実施する。

附　則　　この要綱は，令和５年４月１日から実施する。
附　則　　この要綱は，令和５年８月１日から実施する。
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